
歳入の内訳

＊

地 方 税

地方交付税

国庫支出金

県 支 出 金

繰 入 金

地 方 債

そ の 他

　
南
国
市
普
通
会
計
の
決
算
状
況
は
、
歳
入
が

196
億
２
千
738
万
７
千
円
、
歳
出
は
192
億
８
千
604

万
５
千
円
で
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は
３
億
４
千

134
万
２
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
翌
年
度
へ
の
繰

越
事
業
の
財
源
２
億
７
千
843
万
７
千
円
を
除
く

と
６
千
290
万
５
千
円
の
黒
字
と
な
り
、
大
型
事

業
の
終
了
に
よ
り
決
算
額
は
、
昨
年
度
と
ほ
ぼ

同
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
債
借
入
残
高
は
、
公
債
費
負
担
適
正
化

計
画
に
基
づ
く
繰
上
償
還
の
実
施
に
よ
り
、
平

成
15
年
度
末
残
高
320
億
４
千
684
万
８
千
円
と
な

り
、
対
前
年
マ
イ
ナ
ス
８
億
６
千
994
万
１
千
円
、

2.6
％
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率

は
、
前
年
度
同
率
の
91.6
％
と
、
依
然
と
し
て
財

政
構
造
の
硬
直
化
は
深
刻
な
状
況
で
す
。
今
後
、

国
と
地
方
の
三
位
一
体
改
革
の
進
行
で
さ
ら
に

財
政
運
営
は
厳
し
さ
を
増
す
こ
と
が
予
想
さ
れ
、

現
在
、
徹
底
し
た
歳
出
削
減
と
歳
入
確
保
を
掲

げ
た
財
政
健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
健
全
な
る

財
政
運
営
確
立
に
向
け
、
抜
本
的
な
行
財
政
改

革
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
歳
入
総
額
は
、
196
億
２
千
738
万
７
千
円

で
前
年
度
決
算
額
に
比
べ
て
２
億
113
万
９

千
円
（
1.0
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
主
な
内
容
に
つ
い
て
、
地
方
税
は
、
景

気
低
迷
に
よ
る
個
人
・
法
人
市
民
税
の
減

額
、
評
価
替
え
に
伴
う
固
定
資
産
税
の
減

額
で
、
税
収
全
体
と
し
て
１
億
８
千
53
万

９
千
円
（
3.1
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
地
方
交
付
税
は
、
約
１
億
２
千
万

円
の
錯
誤
額
の
上
乗
せ
が
あ
っ
た
も
の
の
、

対
前
年
度
２
億
２
千
408
万
円
（
4.2
％
）
を

の
大
幅
な
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
国
庫
支
出
金
は
、
公
営
住
宅
建
設
な
ど

普
通
建
設
事
業
費
支
出
金
の
減
少
と
、
児

童
扶
養
手
当
負
担
金
・
生
活
保
護
費
負
担

金
の
増
額
に
よ
り
、
328
万
９
千
円
（
0.2
％
）

の
減
で
、
ほ
ぼ
前
年
度
同
額
と
な
り
ま
し

た
。
県
支
出
金
は
、
国
体
・
空
港
関
連
の

補
助
金
の
減
額
で
、
１
億
３
千
599
万
４
千

円
（
10.2
％
）
の
減
と
な
り
、
地
方
債
は
、

消
防
庁
舎
建
設
事
業
債
や
臨
時
財
政
対
策

債
の
伸
び
に
よ
り
、
２
億
６
千
310
万
円

（
13.8
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
基
金
か
ら
の
繰
入
金
は
、
国
体
準
備
基

金
か
ら
退
職
手
当
基
金
へ
の
積
み
替
え
な

ど
を
除
く
と
、
前
年
度
よ
り
約
２
億
８
千

万
円
の
減
額
と
は
な
り
ま
す
が
、
依
然
と

し
て
財
源
不
足
を
基
金
に
頼
ら
ざ
る
を
得

な
い
状
況
で
す
。

56億8,023万8千円（28.9％）

51億6,526万円（26.3％）

21億7,280万円（11.1％）

20億6,906万3千円（10.5％）

11億9,722万4千円（6.1％）

4億6,957万7千円（2.4％）

28億7,322万5千円（14.7％）

＊
普
通
会
計
と
は
？

　
一
般
会
計
・
住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
事
業

特
別
会
計
・
土
地
取
得
事
業
特
別
会
計
の
合

計
額
か
ら
、
繰
り
入
れ
や
繰
り
出
し
な
ど
、

会
計
間
の
重
複
額
を
控
除
し
た
統
計
上
の
会

計
区
分
で
す
。

みなさんが納めた税金

財政収入を一定の基準に保つ
ために国から交付される財政
援助資金

国が使い道を決めて渡すお金

県が使い道を決めて渡すお金

預金などから引き出したお金

保育所や老人ホーム入所者の
負担金、証明書手数料、公共
施設利用料などのお金

財政上の必要に応じて借り入
れるお金
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目的別歳出の内訳

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産費

商 工 費

議 会 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災害復旧費

公 債 費

総 務 費

57億5,591万9千円（29.8％）

15億9,035万7千円（8.3％）

40億2,048万9千円（20.8％）

13億970万8千円（6.8％）

12億7,506万3千円（6.6％）

10億3,175万9千円（5.4％）

2億2,704万8千円（1.2％）

2億1,714万8千円（1.1％）

 3,575万1千円（0.2％）

14億6,766万5千円（7.6％）

2,370万3千円（0.1％）

23億3,143万5千円（12.1％）

　
歳
出
総
額
は
、
192
億
８
千
604
万
５
千
円

で
前
年
度
決
算
額
に
比
べ
て
５
千
991
万
９

千
円
（
0.3
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
性
質
別
歳
出
（
次
ペ
ー
ジ
）
の
状
況
は
、

義
務
的
経
費
の
う
ち
、
人
件
費
７
千
374
万

１
千
円
（
1.7
％
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、

こ
れ
は
職
員
給
の
減
少
以
上
に
退
職
者
数

の
増
に
よ
る
退
職
金
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。
扶
助
費
は
１
億
４
千
285

万
４
千
円
（
5.2
％
）
の
増
で
、
児
童
扶
養

手
当
お
よ
び
生
活
保
護
費
の
増
な
ど
に
よ

る
も
の
で
す
。
公
債
費
は
、
こ
れ
ま
で
の

繰
上
償
還
の
実
施
と
市
債
発
行
の
抑
制
に

よ
り
、
８
千
423
万
４
千
円
（
2.1
％
）
の
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
公
営
住
宅
の
改
築
、

学
校
施
設
改
築
の
事
業
量
減
少
に
よ
り
、

２
億
６
千
394
万
７
千
円
の
減
額
と
な
り
ま

し
た
。

　
補
助
費
な
ど
で
は
、
香
南
清
掃
・
香
南

斎
場
組
合
負
担
金
お
よ
び
国
体
実
行
委
員

会
補
助
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、
９
千
333
万

３
千
円
（
7.5
％
）
の
減
額
と
な
り
、
積
立

金
で
は
、
国
体
基
金
残
高
の
退
職
手
当
基

金
へ
の
積
み
替
え
な
ど
に
よ
り
２
億
３
千

429
万
７
千
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

保育所や高齢者の施設の運営、
生活保護などにかかる費用

必要上借り入れた借金の返済に
かかる費用

住民票・戸籍管理、市税の課税・
徴収、市庁舎の維持管理などに
かかる費用

道路の整備や公園の建設、市街
地の開発などにかかる費用

ごみの収集や健康診断などにか
かる費用

小・中学校の環境整備、市民図
書館や公民館の運営などにかか
る費用

消防署の消火・救急活動や防災・
災害対策にかかる費用

農道・水路の浚渫や改良、農林
業の振興にかかる費用

商工業の振興にかかる費用

議員報酬や議会運営にかかる費用

労働金庫などへの制度融資にか
かる費用

災害復旧などにかかる費用
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